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本推進協議会でご議論いただく事項、今後の予定について

（１）本推進協議会の設置目的

（２）今後のスケジュール

年４回程度開催

第１回 ６月７日（金）（子どもの学びの保障・居場所の確保に関する課題 等）
第２回 ９月10日（火）（「しがの学びと居場所の保障プラン」各施策の進捗状況 等）
第３回 11月 （「しがの学びと居場所の保障プラン」改定骨子案 等）
第４回 令和７年２月 （「しがの学びと居場所の保障プラン」改定最終案 等）

〇近年、様々な理由により、不登校児童生徒の数は増加の一途を辿っており、令和４年度は過
去最高の数値となった。
〇子どもの状態に応じ、教育と福祉の観点から、教育施策と子ども施策に取り組む関係機関が
チームで支援する必要がある。

すべての子どもが、子ども自身の意思が尊重され、安心して成長できる居場
所と、多様な学びの機会、社会的な自立に必要な機会が確保されるよう
「しがの学びと居場所の保障プラン」施策の充実・強化に向けて議論いただく。
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学齢期を取り巻く状況
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本県の不登校の現状
図１ 不登校児童生徒数・割合の推移
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図２ 不登校児童生徒の欠席日数分布（令和４年度）

「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題調に関する調査」結果より
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☝ 不登校児童生徒（小・中学校）のうち約半数が90日以上の欠席

☝令和４年度の不登校児童生徒数・割合は過去最高



「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題調に関する調査」結果より

図３ 当該学年から不登校になった児童生徒数（公立学校）

28 36 41
52

79 71

165

188

140
130

117

70
84 76

100

126
140

160

374

310

193

153

181

85

0

50

100

150

200

250

300

350

400

小1 小2 小3 小4 小5 小6 中１ 中２ 中３ 高１ 高２ 高３

（人）

H30年 Ｒ４年

中学１年生の不登校生徒数は
小学６年生の約2.3倍

小学１年生の不登校児童数は
直近５年間で３倍に急増

４



学校に係る状況 家庭に係る状況 本人に係る状況
左
記
に
該
当
な
し

不
登
校
児
童
生
徒
数
（
人
）

い
じ
め

い
じ
め
を
除
く
友
人

関
係
を
め
ぐ
る
問
題

教
職
員
と
の
関
係
を

め
ぐ
る
問
題

学
業
の
不
振

進
路
に
係
る
不
安

ク
ラ
ブ
活
動
、
部
活

動
等
へ
の
不
適
応

学
校
の
き
ま
り
等
を

め
ぐ
る
問
題

入
学
、
転
編
入
学
、

進
級
時
の
不
適
応

家
庭
の
生
活
環
境
の

急
激
な
変
化

親
子
の
関
わ
り
方

家
庭
内
の
不
和

生
活
リ
ズ
ム
の
乱
れ
、

あ
そ
び
、
非
行

無
気
力
、
不
安

小学校 ６ 72 12 24 ２ ０ 20 21 39 188 25 177 640 39 1,265

中学校 ４ 301 12 104 15 ８ 11 83 49 144 54 228 1,048 59 2,120

高等学校
（全日・
定時）

１ 69 7 55 12 ７ ２ 61 17 32 10 127 382 20 802

図４ 令和４年度 不登校の要因（公立学校）

①先生のこと 20件 ②友達のこと 20件 ②身体の不調 20件 ②カリキュラムが合わない 20件

（令和４年 滋賀県フリースクール等連絡協議会調べ）

(参考)当事者を対象とした民間団体によるアンケート結果(複数回答)

「令和４年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題調に関する調査」結果より

（人）

☝不登校の主要因は「無気力・不安」が約半数。民間団体調査では、「先生」、「友達」のこと等が主要因。
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【学校内】
〇スクールカウンセラー、相談員等
〇養護教諭

【学校外】
〇教育支援センター
〇民間団体、民間施設
〇病院、診療所
〇児童相談所、福祉事務所 等
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県内の学校の支援の状況

図５ 学校内外の機関等で相談・指導を受けた児童生徒（公立学校のみ）

図６ 指導結果状況（令和４年度）
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（参考）不登校の児童生徒への支援に対する基本的な考え方

※「COCOLOプラン」
不登校により学びにアクセスできない子ども達をゼロにすることを目指し文部科学省が2023年に策定した計画。

■不登校の児童生徒への支援に対する基本的な考え方について（令和元年10月25日、令和５年11月17日文部科学省通知）

１．支援の視点

〇「学校へ登校する」という結果のみを目標とするのではない

〇児童生徒が自らの進路を主体的に捉え、社会的に自立することを目指す

〇不登校の時期が休養や自分を見つめ直す等の積極的な意味を持つ一方、学業の遅れや進路選択上の不利益等が存在

２．学校教育の意義および役割

〇学校教育の役割は極めて大きく、学校教育の一層の充実を図るための取組が重要

〇なじめない児童生徒は学校としてどのように受け入れていくか検討し、なじめない要因の解消に努める必要がある

〇誰もが安心して学べる魅力ある学校づくりに取り組む必要がある

〇学校は、多くの人たちとの関わりにの中で様々な体験や経験を通して、実社会に出て役立つ生きる力を養う場

３．不登校児童生徒や保護者への支援等

〇一人一人に応じた多様な支援を行っていくことが重要

〇効果的な支援に向けアセスメントは不可欠となる

〇児童生徒の状況により、関係機関等と連携して児童生徒の心身の健康状況・学習状況等を把握し、必要な支援を行う

〇不登校児童生徒の保護者が悩みを抱えて孤立せず、適切な情報や支援が得られる相談支援等が必要 等

７

参考：「参考資料３，４」



令和６年度 滋賀県の不登校対策事業の全体像

「しがの学びと居場所の保障プラン」より ８



プランの充実・強化に向けて（子どもの状態別）

【取組の方向性】学校生活へ向かうエネルギーを奪わないよう、共感的な受け止めが必要

①教育と福祉との連携による、本
人や保護者への相談・支援体制の
充実

〇取組 子どもの状態

（ア）こころのサポートしが（LINE相談）
事業

〇様々な悩みを抱える子どもや保護者を対象とした、LINEを活用した相談事業。（※相談
受付時間：16時から22時）【詳細はP10参照】

（イ）「心の健康観察」導入推進事業
〇1人１台端末等を活用し、児童生徒の不安や悩みを表出しにくい子どものSOS発信を支援
する。
〇また、データ分析・検証により多様な健康観察モデル開発を行う。【詳細はP11参照】

（ウ）「届ける家庭教育支援」地域活性化
事業

〇「学びの場」や「相談の場」などに出向くことが難しい家庭を訪問し、支援を届け、保
護者への支援を通じて子どもの育ちを支えるアウトリーチ型の家庭教育支援活動。
【詳細はP12参照】

⑨学びの多様化学校等の検討 〇取組 子どもの状態

（タ）しがの学びの保障と居場所の確保
推進協議会の設置

〇多様な教育機会の確保に向けて、学びの多様化学校等を検討
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外出は比較的
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外に出ない
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（ア）こころのサポートしが（LINE相談）事業
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☝「友人との関係」に関する悩みが最多



（イ）「心の健康観察」導入推進事業

（参考）事業イメージ
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（ウ）「届ける家庭教育支援」地域活性化事業

（参考）事業イメージ
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プランの充実・強化に向けての論点（状態別）プランの充実・強化に向けて（子どもの状態別）

【取組の方向性】相談機関・専門家等との関わりを通じ、本人や保護者の不安を和らげ、必要な支援につなげる

②SC、SSWの配置をはじめとする、
チーム学校による支援体制の強化

〇取組 子どもの状態

（エ）SC、SSW等の配置促進

〇公認心理師や臨床心理士等を小中学校・義務教育学校・高等学校・特別支援学校に
配置し､児童生徒へのカウンセリング､教員への指導・助言にあたる。
〇不登校等の課題の大きい小学校にスクールソーシャルワーカーを配置し、環境の調
整・改善など、子ども支援の充実を図り、教員の実践力を高める。【詳細P14参照】

③校内の教育支援体制の強化 〇取組 子どもの状態

（オ）校内教育支援センターの設置促進
（市町事業）

〇クラスに入りづらい児童生徒の学校内の居場所を確保し、不登校を未然に防止する
とともに、不登校児童生徒の登校復帰を支援する。【詳細P14参照】

（カ）SSR（スペシャルサポートルーム）
教員加配

〇不登校の状態にある児童生徒の教室以外の学びの場のひとつとしてＳＳＲを設置し、
専任教員を置いて、個々の状況に応じた支援及び不登校の未然防止を推進する。

（キ）校内教育支援センターの多様な支
援体制の強化（学習指導員配置支援）

〇学校には行けるがクラスには入れない場合や、気持ちを落ち着かせたい時に利用で
きる、学校内の校内教育支援センター（SSR）においてサポートを行う人材を配置す
る市町を支援する。

登校はできるが、
朝おきづらい

外出は比較的
自由にできる

外に出ない

登校はできるが、
朝おきづらい

外出は比較的
自由にできる

外に出ない
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◆SSW活用状況の変容
支援学校数 支援児童生徒数

R05 228校 1,959人
R04    204校 1,603人
R03 204校 1,787人
R02 188校 1,616人

図11 スクールカウンセラー配置時間数の推移

図10 スクールソーシャルワーカー配置時間数の推移

（参考）公立学校の状況
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子どもたちを取り巻く環境面に働きかけ、悩みや抱えている
問題の解決に向けてサポートする専門家。なお、スクールカ
ウンセラーは、心理面について専門的な知識や経験を持ち、
不安や悩みの解消に向けて相談・助言を行う専門家。
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プランの充実・強化に向けて（子どもの状態別）

【取組の方向性】本人の興味に応じた学びの場や居場所を通じて、社会的自立を段階的に支援する

④教育支援センターの機能強化 〇取組 子どもの状態

（ク）地域の総合的拠点機能形成
（コーディネーターの配置）

〇コーディネーターを配置し、各市町教育支援センター等関係機関との連携を行うなかで、子
どもたちの状態に応じた必要な支援を切れ目なく確保できる教育支援センターの機能を強
化する。

(ケ）教育支援センターにおけるオンライン学習
環境の整備促進（市町事業）

〇教育支援センターのＩＣＴ環境を整備することにより、不登校児童生徒等の在籍校における
出席扱いや成績反映に向けた連携を推進する。

⑤多様な学びの場・居場所の確保 〇取組 子どもの状態

（コ）民間施設を利用する子どもや保護者への
支援の在り方調査・検証事業

〇不登校の状態にあり、フリースクール等民間団体・民間施設を利用する児童生徒および保
護者を対象として、その活動の事態や経済的負担の程度、支援ニーズ等を把握するためのア
ンケート調査を年間にわたり毎月１回実施。併せて、不登校の状態にある児童生徒に対する
学校および民間施設における指導・支援の状況等について調査を実施し、その実態や課題、
行政へのニーズを把握する【詳細はP17参照】

（サ）子どもの居場所づくり支援体制強化事業
〇地域特性に応じた居場所の立ち上げ等の伴走支援のため、県社会福祉協議会、知見ある
任意団体に事業推進員を配置する。
【詳細はP18参照】

（シ）子ども・若者の居場所づくり支援検証事業
〇子ども・若者の居場所づくりに対する支援方法等を検証するモデル事業を実施し、結果分
析や効果測定を行う。

外に出ない

欠席が多くなる

外に出ない
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プランの充実・強化に向けて（子どもの状態別）

【取組の方向性】本人の興味に応じた学びの場や居場所を通じて、社会的自立を段階的に支援する

⑧安心して学べる学校づくり、多様な学
びの場・居場所等と学校との連携強化 〇取組 子どもの状態

（ソ）地域の総合的拠点機能形成
（多様な学びの場・居場所等情報提供調査）

〇県内の学びの場や、居場所に関する民間施設の情報を県HPに掲載し、保護者等へ提供、
理解を促進することで、学校内外の専門機関等で相談・指導を受けていない不登校児童生
徒を支援につなげる。

登校はできるが、
朝おきづらい

16

欠席が多くなる

外に出ない

〇オンライン授業

・オンライン授業を通し、理科の実験に興味を持ち、理解室での実験のため

に登校するようになった。

〇学習支援

・スペシャルサポートルームにおいて、教室での学習の確認やタブレットで

の学習に取り組む。

〇タブレットドリルによる復習

・学習障害がある子どもが、１問ずつ問題が出てくるタブレットドリルを活

用し、学習に取り組みやすくなった。

（参考）ICT活用イメージ （参考）ICT活用事例



（コ）民間施設を利用する子どもや保護者への支援の在り方調査・検証事業

※保護者向け調査協力依頼案内

17



（サ）子どもの居場所づくり支援体制強化事業

（参考）事業イメージ

県・市町教委や
SSW等との連携
が可能な団体を
想定
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プランの充実・強化に向けて（子どもの状態別）

⑥自立支援につなぐアウトリーチ強化 〇取組 子どもの状態

（ス）地域の総合的拠点機能形成
（支援のない不登校児童生徒の実態調査）

〇学校内外の専門機関等で相談・指導等を受けていない不登校児童生徒の状態に
応じた支援を包括的に展開できるよう、実態を把握し、専門機関等へつなぐためのア
ウトリーチ支援モデルを構築する。

⑦オンライン学習等の支援 〇取組 子どもの状態

（セ）地域の総合的拠点機能形成
（メタバース利活用）

〇先進地事例を参考に、メタバース空間で不登校児童生徒への支援を試行し、効果を
検証する。

【取組の方向性】生活の安定、できることから少しずつ自信を積み重ねる

外出は比較的
自由にできる

外出は比較的
自由にできる
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(参考）メタバース利活用：デジタル保健室（立命館守山中学校・高等学校）



（参考）不登校状態にある子どもの状況把握および支援のイメージ
「しがの学びと居場所の保障プラン」より
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